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第２章 障がい者の現状 
 身体・知的・精神の障がいがあり、いずれかの障害者手帳を所持している人は、令

和元年度末現在３１９人で、人口４，１６５人に占める割合は７.７％となっています。 

障がい別では、身体障がい者が全体の６９.９％、知的障がい者は全体の２２.３％、

精神障がい者は全体の７.8％となっています。 

   １ 身体障がい者の現状 

①年度別身体障害者手帳所持者数 

身体障害者手帳の所持者は、令和元年度末現在２２３人で、平成２９年度末と比べ

て１３人の減となっています。年齢階層別にみると６５歳以上の高齢者が平成２９年

度末では全体の８８.１％に対して、令和元年度末には全体の 8８.３％となっており、

高齢化はほぼ横ばいで推移しています。 
 

区  分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

１８歳未満 ０ ０ ０ ０ 

１８歳以上６５歳未満 ２８ ３０ ２６ ２７ 

６５歳以上 ２０８ １９１ １９７ １８３ 

計 ２３６ ２２１ ２２３ ２１０ 

                      各年度末現在（令和 2 年度は 12 月末現在） 

 

  

 

②部位別・等級別交付状況 

障がい部位別では、肢体障がいが１１４人と最も多く、全体の５４．３％を占め、 

次に内部障がいが５７名で全体の約２７．１％となっています。 

等 級 視覚障がい 聴覚障がい 平衡機能障がい 音声・言語障がい 肢体障がい 内部障がい 合 計 

１ 級 6    9 39 54 

２ 級 1 1   18  20 

３ 級 1 5  2 22 3 33 

４ 級 1 12  2 49 15 79 

５ 級 5    12  17 

６ 級 2 1   4  7 

合 計 16 19  4 114 57 210 

                                 （令和 2 年 12 月末現在） 
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２ 知的障がい者の現状 

①療育手帳所持者数 

療育手帳の所持者は、令和元年度末現在７１人で、平成２９年度末と比べると１

人の減少となっており、ほぼ横ばいで推移しています。程度別では A 判定（重度）

が令和元年度末では２６人で全体の 3６.６％、Ｂ判定（中・軽度）が４５人で全体

の 6３.４％となっています。 

 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

 Ａ 判 定 ２５ ２４ ２６ ２６ 

 

１８歳未満 ３ ２ ２ ２ 

１８歳以上６５歳未満 ２０ ２０ ２２ ２２ 

６５歳以上 ２ ２ ２ ２ 

 Ｂ 判 定 ４７ ４６ ４５ ４６ 

 

１８歳未満 ８ ８ ５ ４ 

１８歳以上６５歳未満 ３９ ３８ ３９ ４１ 

６５歳以上 ０ ０ １ １ 

合計 ７２ ７０ ７１ ７２ 

                       各年度末現在（令和２年度は１２月末現在） 
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３ 精神障がい者の現状 

①精神障害者保健福祉手帳所持者数 

精神障害者保健福祉手帳の所持者は、令和元年度末現在２５人で、平成２９年度末と

比べると１人減少しています。交通機関によって運賃割引の適用がされないなど、身体

障害者手帳や療育手帳に比べ支援策が少ないことがありますが、主要航空会社が割引

適用を開始するなど少しずつ割引適用する交通機関が増えてきています。 

 

区分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

 １  級 ２ １ ２ １ 

 

１８歳未満 ０ ０ ０ ０ 

１８歳以上６５歳未満 １ １ １ ０ 

６５歳以上 １ ０ １ １ 

 ２  級 １７ １７ １４ １５ 

 

１８歳未満 ０ ０ ０ ０ 

１８歳以上６５歳未満 １１ １１ ９ １０ 

６５歳以上 ６ ６ ５ ５ 

 ３  級 ７ １０ ９ ８ 

 １８歳未満 ０ ０ ０ ０ 

 １８歳以上６５歳未満 ５ ８ ８ ７ 

 ６５歳以上 ２ ２ １ １ 

合計 ２６ ２８ ２５ ２４ 

                       各年度末現在（令和２年度は１２月末現在） 
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項  目 
身体障害者手帳 

 ・療育手帳 

精神障害者 

保健福祉手帳 

ＪＲ運賃 ○  

航空運賃 ○ △ 

タクシー料金 ○ △ 

バス運賃 ○ △ 
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※ 『○』･･･割引される    

『△』･･･会社によっては割引適用される 

人 
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４ 障がい福祉サービス等の現状 

（１）障がい福祉サービスの利用状況（令和 2 年度は見込） 

障害者総合支援法に基づく障がい福祉サービスの実績 

区分 サービス体系 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

訪問系 

居宅介護 
実績 

時間 

36 44 23 

計画 20 20 20 

重度訪問介護 
実績 0 0 0 

計画 0 0 0 

同行援護 
実績 0 0 0 

計画 0 0 0 

行動援護 
実績 0 0 0 

計画 0 0 0 

日中 

活動系 

生活介護 
実績 

日/月 

736 736 736 

計画 630 630 630 

自立訓練 

（機能訓練） 

実績 0 0 0 

計画 0 0 0 

自立訓練 

（生活訓練） 

実績 33 33 20 

計画 0 0 0 

就労移行支援 
実績 0 23 46 

計画 36 36 36 

就労継続支援 

A 型（雇用型） 

実績 0 0 0 

計画 15 15 15 

就労継続支援 

B 型（非雇用型） 

実績 506 529 575 

計画 420 420 420 

療養介護 
実績 

人 
3 3 3 

計画 3 3 3 

短期入所 
実績 

日/月 
45 41 24 

計画 42 42 42 

重度障害者等 

包括支援 

実績 
時間 

0 0 0 

計画 0 0 0 

児童発達支援 
実績 

人 

0 0 1 

計画 5 5 5 

放課後等デイサービス 
実績 5 5 5 

計画 9 9 9 
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居住系 

共同生活援助 

（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ） 

実績 

人 

29 28 28 

計画 29 29 29 

宿泊型自立支援 
実績 1 4 3 

計画 1 1 1 

施設入所支援 
実績 

人 
13 13 13 

計画 14 14 14 

相談 

計画相談支援 
実績 

人/月 

8 8 8 

計画 14 14 14 

地域移行支援 
実績 0 0 0 

計画 1 1 1 

地域定着支援 
実績 0 0 0 

計画 1 1 1 

※『時 間』・・・一人あたりの月平均利用時間数（月利用時間÷利用者数） 

 『人/月』・・・月平均利用者数 

『日/月』・・・月平均利用日数（利用者数×平均利用日数） 

『 人 』・・・各年度末における利用者数 

 

（２）地域生活支援事業（令和 2 年度は見込） 

障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業の計画値と実績 

事  業  名 単位 平成30年度 令和元年度 令和2年度 

相 談 支 援 事 業 
実績 

箇所 
3 3 3 

計画 3 3 3 

コミュニケーション支援事業 
実績 

人 
0 0 0 

計画 1 1 1 

日常生活用具給付事業 
実績 

件 

134 135 127 

計画 172 172 172 

 

介護・訓練支援用具 
実績 0 0 0 

計画 1 1 1 

自 立 生 活 支 援 用 具 
実績 1 1 0 

計画 1 1 1 

在宅療養等支援用具 
実績 0 2 0 

計画 1 1 1 

情報・意思疎通支援用具 
実績 0 0 1 

計画 1 1 1 

排 泄 管 理 支 援 用 具 
実績 133 132 126 

計画 168 168 168 

居宅生活動作補助用具 

（ 住 宅 改 修 費 ） 

実績 0 0 0 

 計画 1 1 1 
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移 動 支 援 事 業 

実績 
人 1 0 0 

時間 6 0 0 

計画 
人 1 1 1 

時間 30 30 30 

地域活動支援センター事業 

実績 
箇所 2 2 2 

人 10 10 10 

計画 
箇所 2 2 2 

人 16 16 16 

日 中 一 時 支 援 事 業 
実績 

人 
2 2 2 

計画 1 1 1 

成年後見制度利用支援事業 
実績 

人 
0 0 1 

計画 1 1 1 

 

（３）その他のサービス（令和 2 年度は見込） 

①重度身体障害者ハイヤー料金助成事業 

身体障害者手帳の交付を受けている方のうち、等級が１級、２級の視覚、下 

肢、体幹機能に障がいのある方、３級の視覚、下肢、体幹機能に障がいがあり、 

歩行が困難な方を対象に、ハイヤーの基本料金（年３６回上限）を助成する事業 

 区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

交付人数 人 12 11 11 

利用件数 件 283 191 200 

②更生医療給付事業 

身体障害者手帳の交付を受けている方が、その障がいを除去・軽減するための 

治療（人工関節手術や人工透析等）を行う際に医療費を給付する事業  

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

対象者数 人 11 10 11 

給付件数 件 155 140 150 

③育成医療給付事業 

身体障害者手帳の交付を受けている障がい児が、その障がいを除去・軽減す 

るための治療（人工関節手術や人工透析等）を行う際に医療費を給付する事業  

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

対象者数 人 ０ 0 ０ 

給付件数 件 ０ 0 ０ 

                 ※平成２５年度に北海道から市町村へ権限を委譲 
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④在宅障害者（児）施設通所費補助事業 

在宅の障がい者（児）を対象に、町外の指導訓練施設等に通所する際の交通費 

を助成する事業      

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

利用者数 人 1 0 0 

利用回数 回 10 0 0 

⑤身体障害者（児）補装具給付事業 

障がい者（児）が、障がいの状態により補装具の購入や修理が必要と認められる

場合に、その要した費用について、補装具費の支給を行う事業 

 補装具名 単位 
平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

交付 修理 交付 修理 交付 修理 

歩 行 補 助 つ え 

件 

      

装 具  2 1 1  1 

車 い す 1 1 3   2 

義肢・義足骨格構造       

補 聴 器   1  2  

歩 行 器       

矯 正 眼 鏡       

合  計 1 3 5 1 2 3 

⑥重度心身障害者医療給付事業 

重度の手帳を持つ心身障がい者（児）を対象に、医療費の助成を行う事業 

（ａ）医療費給付状況 

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

入 院 

件 

111 120 139 

入 院 外 1,142 1,077 1,073 

歯 科 146 171 159 

調 剤 563 504 537 

そ の 他 44 24 4 

精 神 入 院 36 27 24 

合  計 2,042 1,923 1,936 

（ｂ）受給者証交付者数 

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

一 般 

人 

49 53 54 

高 齢 者 63 57 60 

精 神 入 院 者 3 2 2 

合  計 115 112 116 
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⑦要介護者等移送サービス事業 

歩行が困難な高齢者や重度の身体障がい者並びに人工透析患者を対象にハイ 

ヤーによる移送や通院交通費の助成を行う事業 

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

利用者数 人 
53 38 50 

4 5 ５ 

利用回数 回 
754 688 710 

500 514 500 

※下段は、人工透析患者通院交通費の助成利用者数・回数   

（４）難病患者の状況（令和 2 年度は見込） 

       難病患者については、平成 25 年 4 月から障害者総合支援法に定める障がい    

      者の対象に難病等が加わり、令和元年７月時点で３６１疾病が障害福祉サービ   

      スの対象となっています。 

区  分 単位 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 

患者数 人 32 32 32 

※出典：名寄保健所（各年度末現在）  

（５）その他の障がい保健福祉関係施策等の状況 

① ①事業委託や負担・補助によるもの 

・障害児母子通園療育指導訓練事業 

②その他、障がい者等に関連する施策、関連サービスの実施状況 

・地域福祉推進事業（ふれあい広場開催、ボランティア事業等） 

・暖房用燃料購入費助成事業（ぬくもり助成事業） 

・緊急通報装置設置事業 

・高齢者等生活支援事業（外出支援サービス、除雪サービス） 

・高齢者バス料金助成事業 

・指定難病患者等通院交通費助成事業 

・介護保険による各種サービス 

③関係団体 

・美深町手をつなぐ親の会 

・美深福祉会協力会 

・美深高等養護学校協力会 

・なよろ地方職親会 

④障がい福祉サービス提供体制（令和３年３月現在、町内事業所） 

・指定居宅介護事業所 美深町社会福祉協議会 

・共同生活援助事業所「共生の里」 

・多機能事業所「のぞみ」 

・地域生活支援センター 「のぞみ」 

・障がい者支援施設「はれる」 

・障がい者生活介護事業所「美深町デイサービスセンターふれあい」 

・地域活動支援センター「びふか陽だまり」 

 


